
 
拡充事業 

多文化共生社会形成事業 

 

関連する市長マニフェスト 

政策 施策 内容 

産業支援「ものづ
くりのまち」の復

権 

労働力確保対策 外国人の就労と人材育成を支援するとも
に、労働環境や生活環境の整備を進めま

す 

子育て・教育環境
の充実 

リカレント・リスキリ
ング・生涯学習・生涯
スポーツ 

こどもたちのみならず、外国籍の各世代
に対する日本語教室の充実を図ります 

行政運営 多文化共生の推進 地方都市 SDGs モデル事業の推進と更な
る充実を目指します 

多様な立場・多様な考え方の理解に向け
た取り組みを推進します 

誰一人取り残さない、誰もが活躍できる
社会づくりを掲げ、疎外感や社会的能力
の欠如に起因する治安の悪化を招かない

よう、多文化共生キーパーソンや NPO
団体等との連携による 取り組みを推進し
ます 

その他 国際交流協会・観光物産協会について
は、外に出すこと。外国籍の方からも会
費をとって運営をし、独自性・専門性を
出した運営とすること。 

 ※関連する市長マニフェストについては現在調整中のため、現時点の情報の仮置きになります。

前期アクションプラン重点事業［事前］評価 調書において、マニフェストに関連する実施内容

には「◆」を付しておりますが、同様に現時点の情報の仮置きになります。
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互いに認め合う多文化共生の推進
共生・共創・行財政政策 重点施策7-1

〇 目指す姿
異なる生活習慣や文化的背景のある外国人住民が生活者として地域コミュニティに溶け込み、互いに認め合う共生

社会が実現しています。

〇 現状と課題
近年では、就労等による外国人が増加しているため、言葉

や生活習慣を知らないことで地域などでのトラブルにつな

がる場合があることから、外国人に日本語や生活ルールを

知ってもらうため、また、就労等に限らず在住外国人にも

周知するために様々な取組を行う必要があります。

外国人住民が地域コミュニティなどにうまく溶け込めてい

ない場合があることから、日本人、外国人が分け隔てなく

地域の一員として協力して生活できるよう、お互いの文化

や生活習慣を知り、理解する必要があります。

〇 施策の展開方針

方針１

方針２

方針３

生活者としての外国人が言葉、文化、習慣を学ぶ機会の充実

外国人の就労先での日本語や生活習慣を学ぶ機会の創出

外国人が生活者として地域に参加できる環境づくり

外国人に対して生活に必要な日本語や地域での生活ルールを学ぶ機会を提供するとともに、各種行政サービスにつ
いて翻訳や通訳をすることで、日本人、外国人が共に安心して生活できるようにします。

外国人が就労・活躍するために、言葉の壁をなくすことが不可欠であることから、企業等関係機関と連携し、仕事や生
活をする上で必要な日本語などを学ぶ機会を提供することで、職場や地域での良好なコミュニケーションを支援します。

多文化交流のイベントや講座などを通じて各国の文化に興味を持ち、日本人、外国人がお互いに理解し、協力し合え
る多文化共生のまちづくりを実現します。

〇 目指す姿の実現に向けて重点的に取り組む事業

方針１ に基づく事業

〇 関連計画
ＳＤＧｓ未来都市計画

多文化共生社会形成事業
生活者としての外国人向け日本語教室や生活オリエンテーションを拡充し、また行政文書や
地域の要望について翻訳を行うことで、言葉や文化の壁を取り除き、日本人・外国人の日常
生活への不安解消を図ります。

方針２ に基づく事業

多文化共生社会形成事業
企業等関係機関と連携し、就労している外国人向けに出張日本語教室や生活オリエンテー
ションを開催することで、言葉や文化の壁を取り除き、職場や地域でのコミュニケーションが
図られ、外国人も日本人と区別なく誰もが活躍できる社会を推進します。

方針３ に基づく事業

多文化共生社会形成事業 多文化共生フェスタや多文化理解講座などのイベントを開催することにより、お互いの文化を
知り、理解し合える多文化共生社会を推進します。

〇 成果指標

方針 指標名 現状値
（令和５年度）

目標値
（令和11年度）

方針１ 多文化共生事業への参加者数 396人 430人

方針２
企業等関係機関と連携した多文化共生講座
への参加者数

173人 190人

方針３ 多文化交流イベントへの参加者数 2,566人 2,820人

出典：住民基本台帳（各年４月１日）
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１　事業の概要（事業全体）

施策の展開方針

【7-1】方針１：生活者としての外国人が言葉、文化、習慣を学ぶ機会の充実

前期アクションプラン重点事業［事前］評価　調書

事業名 多文化共生社会形成事業 ２　拡充

部局名 市民部 課名 多文化共生課

④ 外国人への支援体制の構築

予算科目１ 2-1-16-3-0多文化共生社会形成事業

予算科目２ 2-1-16-2-0国際交流事業

【7-1】方針２：外国人の就労先での日本語や生活習慣を学ぶ機会の創出

【7-1】方針３：外国人が生活者として地域に参加できる環境づくり

重点
プロジェクト
（総合戦略）

重点プロジェクト

② 産業活性化プロジェクト

④ 共生社会実現プロジェクト

取組の方向性・
目指す地域の姿

② 労働環境の向上と雇用確保の支援

④ 多文化理解の促進とグローバル人材の育成

総
合
計
画
で
の
位
置
付
け

政策
・

重点施策

政策 【７】　共生・共創・行財政政策

重点施策 【7-1】互いに認め合う多文化共生の推進

目指す姿
【7-1】異なる生活習慣や文化的背景のある外国人住民が生活者として地域コ
ミュニティに溶け込み、互いに認め合う共生社会が実現しています。

予算科目６

予算科目７

①事業の目的
外国人に日本語や生活ルールを知ってもらうために様々な取り組みをし、またお互いの文化や生活習慣を知
り、理解することで、日本人・外国人が分け隔てなく地域の一員として協力して生活できるよう多文化共生を
推進する。

予算科目３

予算科目４

予算科目５

②事業の内容
・生活者としての外国人が言葉、文化、習慣を学ぶ機会の充実
・外国人の就労先での日本語や生活習慣を学ぶ機会の創出
・外国人が生活者として地域に参加できる環境づくり

③事業の対象者 市民

④
事
業
実
施
の
背
景
・
必
要
性

現状と課題
・本市の外国人人口は、ここ１０年間で５，８００人以上増加した。
・永住、定住が多い一方で、特定技能などの労働者も急増している。
・言葉や生活習慣を知らないことで地域などでのトラブルにつながる場合がある。

課題の要因

・少子高齢化による労働力不足
・生活ルールを学ぶ機会の不足
・日本語を学ぶ機会の不足
・多文化に触れる機会の不足

本市固有の事
情

・本市の外国人が多国籍であることで、行政サービス等の翻訳についても、すべての言語に対応できない。

市民等からの
声

・日本人と外国人の相互理解
・外国人の日本文化等の理解促進
・多種多様な市民が共生できる環境の整備
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◇　重点事業を休止（または廃止）する理由

④
事
業
実
施
の
背
景
・
必
要
性

要因の解消策
・生活者としての外国人が言葉、文化、習慣を学ぶ機会を充実させる。
・外国人の就労先での日本語や生活習慣を学ぶ機会を創出する。
・外国人が生活者として地域に参加できる環境をつくる。

国・県補助金、
地方債等の特定
財源の状況

外国人受入環境整備交付金（運営）（国）（補助率 1/2)

⑤事業実施により
目指す成果

・外国人が言葉、文化、習慣を学ぶ機会を得ることにより、日本人・外国人とも安心して生活できるようにす
る。
・外国人が就労先での日本語や生活習慣を学ぶ機会を得ることにより、職場や地域でのコミュニケーションが
図られ、生活が豊かになる。
・外国人が地域社会に参加できる環境を得ることにより、日本人、外国人がお互いに理解し協力し合える多文
化共生のまちの実現を目指す。

既存事業の有
無

日本語教育関連事業（伊勢崎市国際交流協会）

先進事例
・外国人学習支援センター運営事業（浜松市）
・地域日本語教育の総合的な体制づくり推進事業（浜松市）
・多文化共生推進啓発事業（鈴鹿市）

翻訳数 枚
目標 182.0 200.0 210.0 220.0 230.0

R8 R9 R10 R11指標名 単位

実績 147.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

災害時外国人支援ボランティ
ア数

人
目標 67.0 70.0 72.0

実績 61.0 0.0 0.0 0.0

74.0 76.0

生活ガイドブックの配布数 部
目標 2,500.0

0.0 0.0

実績 1,591.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

3,100.0 3,150.0 3,200.0 3,250.0

多文化共生フェスタの参加者
数

人
目標 900.0 950.0 1,000.0 1,050.0 1,100.0

実績 800.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

通訳サービスの利用時間 時間
目標 0.0 3,000.0 3,100.0

実績 0.0 0.0 0.0 0.0

3,200.0 3,300.0

目標 0.0

0.0 0.0

実績 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

目標 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

実績 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

目標 0.0 0.0 0.0

実績 0.0 0.0 0.0

0.0 0.0

目標 0.0

0.0 0.0

実績 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

目標 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

実績 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

効果検証の方
法

参加者へのアンケートの実施や、四半期ごとの実績件数の確認
通訳サービスの利用時間を確認

⑥
目
標
（

K
P
I

)

R5(基準値） R7
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２　事業実施の具体的方法・手段（事業全体）

歳出合計 22,054

◆日本語教室などの日本語支援事業
◆（仮称）多文化共生センターの開所及び運営
◆多文化交流イベント、講座などの開催
◆外国人総合相談窓口の開設
◆行政文書等の翻訳事業
伊勢崎市国際交流協会の運営方法の見直しについて検討

事業費（千円）

実施内容

財
源
内
訳

国庫支出金 381

県支出金 0

地方債 0

その他 10,001

一般財源 11,672

Ｒ８

実施内容

Ｒ７

◆日本語教室などの日本語支援事業
◆（仮称）多文化共生センターの運営
◆多文化交流イベント、講座などの開催
◆外国人総合相談窓口の開設
◆行政文書等の翻訳事業
◆多言語翻訳機等の導入
◆啓発冊子等の作成
伊勢崎市国際交流協会の運営方法の見直しに向けた計画作成

事業費（千円）

歳出合計 148,007

県支出金 0財
源
内
訳

国庫支出金 68,976

その他 1

地方債 0

一般財源 79,030

-

その他 -

一般財源 -

Ｒ１０

実施内容

◆日本語教室などの日本語支援事業
◆（仮称）多文化共生センターの運営
◆多文化交流イベント、講座などの開催
◆外国人総合相談窓口の開設
◆行政文書等の翻訳事業
◆多言語翻訳機等の導入
◆啓発冊子等の作成

事業費（千円）

歳出合計

◆日本語教室などの日本語支援事業
◆（仮称）多文化共生センターの運営
◆多文化交流イベント、講座などの開催
◆外国人総合相談窓口の開設
◆行政文書等の翻訳事業
◆多言語翻訳機等の導入
◆啓発冊子等の作成
伊勢崎市国際交流協会の運営方法の見直しを実施

事業費（千円）

歳出合計 -

財
源
内
訳

国庫支出金 -

県支出金 -

地方債

Ｒ９

実施内容

-

財
源
内
訳

国庫支出金 -

県支出金 -

地方債 -

その他 -

-

県支出金 -

地方債 -

その他 -

一般財源 -

実施内容

◆日本語教室などの日本語支援事業
◆（仮称）多文化共生センターの運営
◆多文化交流イベント、講座などの開催
◆外国人総合相談窓口の開設
◆行政文書等の翻訳事業
◆多言語翻訳機等の導入
◆啓発冊子等の作成

事業費（千円）

歳出合計 -

財
源
内
訳

国庫支出金

一般財源 -

Ｒ１１
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１-２　事業の概要（拡充部分）

２-２　事業実施の具体的方法・手段（拡充部分）

・通訳者の雇用を拡充し、相談体制の強化を図る
・コミュニケーション支援ツールの導入等により、多言語対応を推進する
・多文化共生意識の醸成を目的としたコンテンツを作成する

②事業実施により
目指す成果

・外国人が言語の壁を問題とせずコミュニケーションできる機会が増える
・日本人と外国人の交流機会が増え、コミュニティとしての一体感が高まる
・相互理解によりお互いの文化を尊重する機運が高まる

③指標の見直し内
容

施策の展開方
針の成果指標

重点事業の
目標（KPI)

・通訳サービスの利用時間

タイトル 多文化共生社会形成事業

①
事
業
拡
充
の
背
景
・
必
要
性

現状と課題
・コミュニケーション支援が不足している
・日本人と外国人の交流が不足している
・多文化共生の意識が浸透していない

課題の要因
・外国人人口の増加により対応を要する言語が増加している
・日本人と外国人のコミュニティが分断されている
・日本人、外国人双方の異文化に対する理解が進んでいない

要因の解消策

Ｒ８

実施内容

コミュニケーション支援
・ハイブリッド多言語サービスの導入
・多言語コールセンターの設置
・翻訳業務の委託化
・行政区、医療機関への翻訳機導入支援
・企業へのやさしい日本語研修
・日本語能力支援受験料の補助
多文化共生啓発
・啓発冊子等の作成

財源（拡充部分）

新しい地方経済・生活環境創生交付金

5

3425
テキストボックス
⑨課題の要因（拡充部分）


3425
長方形

3425
長方形

3425
テキストボックス
⑩要因の解消策
　 （拡充部分）


3425
長方形

3425
テキストボックス
⑪R8～R11実施内容（拡充部分）




Ｒ９

実施内容

コミュニケーション支援
・ハイブリッド多言語サービスの導入
・多言語コールセンターの設置
・翻訳業務の委託化
・行政区、医療機関への翻訳機導入支援
・企業へのやさしい日本語研修
・日本語能力支援受験料の補助
多文化共生啓発
・啓発冊子等の作成

財源（拡充部分）

新しい地方経済・生活環境創生交付金

Ｒ１０

実施内容

コミュニケーション支援
・ハイブリッド多言語サービスの導入
・多言語コールセンターの設置
・翻訳業務の委託化
・行政区、医療機関への翻訳機導入支援
・企業へのやさしい日本語研修
・日本語能力支援受験料の補助
多文化共生啓発
・啓発冊子等の作成

財源（拡充部分）

新しい地方経済・生活環境創生交付金

Ｒ１１

実施内容

コミュニケーション支援
・ハイブリッド多言語サービスの導入
・多言語コールセンターの設置
・翻訳業務の委託化
・行政区、医療機関への翻訳機導入支援
・企業へのやさしい日本語研修
・日本語能力支援受験料の補助
多文化共生啓発
・啓発冊子等の作成

財源（拡充部分）
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３　事業の分析・部内評価

＜最終評価＞

Ⅱ
　
有
効
性

事業の有効性
⑴ 本事業の内容は、「１-⑤事業実施により目指す成果」及び目標
（ＫＰＩ）の達成に寄与するものとなっているか。

4

指標の有効性
⑵ 本事業の目標（ＫＰＩ)の達成が、「１-⑤事業実施により目指す
成果」の達成に寄与するか。

4

Ⅰ
　
妥
当
性

目的の妥当性

⑴ 本事業の対象（受益者）は、住民ニーズや本事業の背景にある課
題を解決するにあたって妥当である。

4

⑵ 社会環境や住民のニーズを考慮して、本事業の目的は妥当であ
る。

4

手法の妥当性 ⑶ 目的の達成に向けて、本事業の実施手法は妥当である。 4

計画の有効性
⑶ 事業実施の具体的方法・手段は、目標（ＫＰＩ）の達成や「１-⑤
事業実施により目指す成果」を実現するものとなっているか。

4

類似性の確認
⑷ 国、県、民間団体や他の部局において、同じような事業は実施し
ていない。（重複や過剰なサービスになっていない。）

4

市関与の
妥当性

⑷ 本事業の実施主体は市であることが適切である。（国、県、市の
役割分担は妥当である、又は、公平性や公共性の観点から、企業や住
民団体、ＮＰＯ等が実施する余地はない。）

3

負担割合の
適正性

⑷ コスト全体に占める市の負担（補助）割合は適正であり、これ以
上の受益者負担は求められない。

4

合計点 44

評価 A

Ⅲ
　
効
率
性

コスト効率
⑴ 事業実施の過程に無駄はない。（単位当たりのコストは減少して
いる。）

3

コスト削減
⑵ 事業の実施方法の適正化や電子化、人員の見直し等を行っても、
これ以上、コスト削減の余地はない。

3

実施主体の
適正性

⑶ 事業の実施手段は最適であり、民間委託等を含め、よりよい代替
案はない。

3

先進都市や近隣都市などと情報交換を行い、現状を踏まえた課題解決のための拡充事業を展開し、さらなる多
文化共生社会の形成に向けて、引き続き事務・事業を実施してください。

事業実施の方向性

コメント

部
局
長
等
の
評
価
・
意
見

課長
（一次評価）

外国人住民と日本人住民が地域で協力しながら生活することができるようコミュニケーション支援のほか、相
談窓口や情報提供を充実していく必要があります。
今後も伊勢崎市多文化共生キーパーソン等からの意見聴取や、企業等との連携を図りながら効果的に事業を実
施していきます。

副部局長
（二次評価）

外国人住民の定住化が進み、生活者としての外国人住民が増加する中、言葉の壁をなくすためのコミュニケー
ション支援のほか、日本人住民と外国人住民の相互理解を促進するための交流支援や多文化共生意識の醸成を
目的とした事業等を実施し、多文化共生の推進に取り組みます。

部局長
（三次評価）

本事業の部内での優先度 高

総合評価 最優先で計画通り事業を進めることが適当
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令和８年度当初予算　多文化共生社会形成事業　新規事業（案）一覧

NO 種別 事業 概要 費用 積算 参考

1 コミュニケーション支援 ハイブリッド多言

語通訳サービスの

導入

・機械翻訳、人による通訳の両方が

可能なハイブリッド多言語通訳サー

ビスが利用可能なタブレットを各所

属に配備

・相談業務が多い所属等には透明

ディスプレイも配備

・多文化共生課にもスポットレンタ

ル用を確保

・可搬性があるため、臨機応変に置

き場所を変えられる

・従来より通訳対応言語が増加

・総合相談窓口の通訳が不在になる

時間が減少

35,508 使用料

イニシャル：220,000円

（初期費用）

ランニング（3年）：33,858,000円

（基本料、ライセンス料、端末レンタル料ほか

　20台分）

※参考

　ランニング（1年）：11,286,000円

庁用機械器具費

イニシャル：1,430,000円

（透明ディスプレイ5台）

見積　コニカミノルタ　KOTOBAL

32言語対応

2 コミュニケーション支援 多言語コールセン

ターの設置

・外国語の電話問い合わせ等への対

応として、3者間通訳可能なコール

センターを設置

14,091 委託料

イニシャル：33,000円

（初期費用）

ランニング（3年）：14,058,000円

（基本料、通訳料100件/月）

※参考

　ランニング（1年）：4,686,000円

見積　ビーボーン

22言語対応

3 コミュニケーション支援 翻訳業務の委託化 ・筆耕翻訳料で対応していた行政文

書の翻訳業務を委託に切り替え、納

期短縮と対応言語拡充を図る

6,600 委託料

単価契約：6,600,000円

積算：1文字30円×30,000字×上位5言語

　　　1文字30円×10,000字×下位5言語

見積　ビーボーン

伊勢崎市上位10言語対応可能

※30,000字は実績

　特に重要なものは10言語対応

　できる想定（10,000字）
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令和８年度当初予算　多文化共生社会形成事業　新規事業（案）一覧

NO 種別 事業 概要 費用 積算 参考

4 コミュニケーション支援 行政区、医療機関

への翻訳機導入支

援

・地域社会における多言語対応推進

のため、コミュニケーション支援

ツールの導入に対して補助を行うも

の

・補助対象事業費はイニシャル＋ラ

ンニング（3年）

・補助率2/3

・ニーズに合わせて、①ポケトーク

方式（ハンディ）、②KOTOBAL方

式（透明ディスプレイ）を選択可能

に

・補助基本額上限は①60,000円、

②2,000,000円

75,100 負担金、補助及び交付金

①ポケトーク方式（行政区）

上限60,000円×（170行政区×申請率1/2）×

補助率10/10=5,100,000円

②KOTOBAL方式（医療機関）

上限2,000,000円×（市内医療機関※341施設

×申請率1/10）×補助率10/10≒70,000,000円

合計75,100,000円

単価：ポケトークS2 Plus（3年）

単価：タブレットリース（3年）

※市内医療機関数については地域医

療情報システム（JMAP）より（一般

診療所、病院、歯科、薬局）【令和

7年5月20日現在】

5 コミュニケーション支援 企業へのやさしい

日本語研修

・企業の人事、教育担当者を対象に

やさしい日本語の研修を実施

・日本人側の対外国人コミュニケー

ション能力の向上を図る

40 謝礼金

10,000円×2時間×2回（AM/PM）=40,000円

（参考）R7職員向け研修実施予定

講師：伊藤瑠美（『入門・やさしい

日本語』認定講師）

日時：9/1(月) 9：00～11：00、

14：00～16：00

対象：職員100名（50人/コマ）

6 就労支援 日本語能力試験受

験料の補助

・外国人材のキャリアアップ支援と

して、日本語能力試験の受験料を補

助

・補助単価5,000円

（受験料7,500円×2/3=5,000）

・各級1回までとする

500 負担金、補助及び交付金

5千円/人×（200人×申請率1/2）＝500千円

・200人は日本語教室受講者より
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令和８年度当初予算　多文化共生社会形成事業　新規事業（案）一覧

NO 種別 事業 概要 費用 積算 参考

7 多文化共生啓発 小冊子『伊勢崎

人』の作成

・日本人、外国人双方が伊勢崎市や

多文化共生について理解を深め、同

じコミュニティの仲間としての意識

を醸成できるよう小冊子『伊勢崎

人』とその概要版を作成

・R９年度～R10年度は伊勢崎人を

元にしたコンテンツ（動画、展示パ

ネル等の宣材）を作成

5,000 委託料 ・見積　ABCテレビ

20p(1,000部納品含む)3,500千円～

12p(1,000部納品含む)3,000千円～

・テーマ案

①伊勢崎市はどんな町なのか

②伊勢崎市はなぜ外国人が多いのか

③伊勢崎市の多文化共生

合計 136,839
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KONICA MINOLTA, INC.

多言語通訳システム

KOTOBAL のご紹介
コ  ト  バ ル

Confidential
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当社の取組みのご紹介

Confidential

• 行政、自治体窓口を中心に導入拡大中

• 更に総務省様が発信された、地方公共団体における「多言語音声翻訳

サービス」の導入ガイドの調査事業を当社が請負

 地方公共団体

⚫ 東京都 4区役所

⚫ 神奈川県 横浜市全区役所

⚫ 神奈川県 川崎市全区役所

⚫ 福岡県 福岡市役所

⚫ 栃木県 宇都宮市役所

⚫ 埼玉県 川口市役所

⚫ 愛知県 豊橋市役所

⚫ 広島県 三原市役所

⚫ 滋賀県 彦根市役所  他

21年度公開 導入ガイド導入実績 (一部抜粋・敬称略)

2 / 18
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KOTOBALの概要

Confidential

「機械(AI)」と「ヒト」の通訳が選べるハイブリット型通訳32ヵ国語
対応

遠隔の通訳者による「正確」な対応機械(AI)による「スピーディー」な対応

◼ 簡単な手続きのご対応
例)マイナンバーカードの申請、転入届、その他総合案内等

◼ 書類や制度などのご説明対応
例)健康保険や年金制度の説明、児童手当の申請等

◼ 心理面で配慮が必要なご対応
例)いじめ、DV、離婚の相談等

◼ トラブルへのご対応
例)税金未払い、感情的になった場合等

機械通訳 ビデオ通訳

3 / 18
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KOTOBALの特長

Confidential

行政用語に対応した機械通訳で
スピーディーに対応

ポイント
①

ポイント
②

ポイント
③

ビデオ通訳で、しっかり意思疎通

ログ機能で、トラブルを回避

4 / 18
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Confidential

ポイント① 行政・自治体用語に対応した『機械通訳』

• 自治体窓口、労働関連用語を登録。自治体の皆様の”あらゆる場面”の
コミュニケーションをサポート

窓口の手続き

インフォメーション

小中学校

赤ちゃん訪問

5 / 18
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Confidential

案内がスムーズになる、定型文機能

＜ご利用方法＞

①定型文ボタン
を押す

②カテゴリを選ぶ ③定型文を選ぶ

瞬時に
翻訳

• 予め登録した定型文を画面に表示させながら、翻訳が可能に。
• 定型文を順番に押すだけで、申請手続き等の案内が簡単に完了します。

順番に押せば
手続きの案内が

完了！

ポイント①

6 / 18
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Confidential

ポイント① よく使う文章を登録できる、「お気に入り」機能

• 端末毎でよく使う文章が異なる場合は『お気に入り』に登録。

• それぞれの端末で良く使う文章をスグに呼び出せます。

お気に入りの登録 お気に入りの呼び出し

7 / 18
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ヒトの通訳でトラブル対応も安心

窓口社員外国人

Confidential

ポイント②

• 方言、重い話、トラブル対応など、機械では対応できない会話は専門の

通訳者が対応

8 / 18
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会話内容を後から検証

Confidential

ポイント③

• タブレットを使って会話した内容は全て保存。管理者が現場の会話をチェック

• 「言った言わない」などのトラブルも防止

• 顧客対応の検証ができるので高品質なサービス提供を継続することが可能

CSV形式で
ダウンロード

9 / 18
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サービス形態

Confidential

• アプリをインストール頂くだけで使用可能です。
（スマホ・タブレットをお持ちでない場合は、タブレットをSIM付きでレンタル）
• iOS/Androidどちらも対応可能。

スマホ・タブレット

固有ID

① ライセンス(ID)付与
② App Store/Playストアより、アプリをダウンロード

Kotobalアプリ ③ IDを入力することで利用開始

＜スマホ・タブレットをお持ちの場合の利用方法＞

スマホ・タブレット

10 / 18
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高齢・障害をお持ちの方への取組

Confidential

• 会話の内容を文字で表示する「音声筆談」、遠隔の「手話通訳」により、
配慮が必要な方へのコミュニケーションを支援します。

音声筆談 遠隔手話通訳

11 / 18
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対応言語と時間

12

言語 機械通訳 ビデオ通訳

英語・中国語・韓国語・
ブラジルポルトガル語・スペイン語 24時間365日

ベトナム語・タイ語・タガログ語・
ネパール語・ヒンディ語・
インドネシア語・ロシア語

24時間365日
平日 8:30-18:00

フランス語・ドイツ語・クメール語
マレー語・イタリア語・ミャンマー語
モンゴル語・シンハラ語

24時間365日

アラビア語・ウルドゥー語・ベンガル語・
オランダ語・デンマーク語・
トルコ語・ハンガリー語・ポーランド語・
ポルトガル語・ラーオ語・ウクライナ語

24時間365日 ―

日本語
（音声筆談・手話・やさしい日本語） 24時間365日

5
言語

7
言語

8
言語

11
言語

1
言語

【追加言語 (映像なし)】

平日18:00-20:00
休日 8:30-20:00

【追加言語 (映像なし) 】

平日・休日 8:30-20:00

【手話通訳 】

平日 9:00-18:00

Confidential

リアルタイム通訳対応言語 オプション
22



Confidential

新しい窓口のご提案

13 / 18
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43

歴史月刊誌No.1の「歴史人」監修のもと、大河ドラマの時代考証も担う歴史専門家たちが、
地域の歴史の掘り起こし/磨き上げ/新解釈も行いながら、土地の魅力を、読み応え抜群の冊子にまとめあげます。
まちの歴史を、各専門家がそれぞれの視点で紐解いていきます。
観光・シティプロモーション～地域教育・シビックプライドの醸成まで幅広くご活用頂けます。
冊子デザインは重厚感あるもの～ポップな親しみやすいものまでご要望に応じてカスタマイズ可能です。

（今後内容のツアー化、ふるさと納税返礼品化ほか、追加施策のオプション提案も可能です！）

完成品の納品に加えて、別途PDFも納品しますのでHP等で広く拡散可能です。
（初版2000部イメージ、増刷も可です。）

※キックオフから3~4ヶ月程度で完成

43

「歴史人」タイアッププロモーション
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